
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域医療連携体制強化構想（案） 

―地域における持続可能な医療提供体制の構築を目指して― 
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Ⅰ 地域医療構想と公立病院改革の推進 

平成 26（2014）年 6 月、「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進す

るための関係法律の整備等に関する法律（医療介護総合確保推進法）」が成立し、

これを受け改正された医療法により、団塊世代全員が 75 歳以上になり、医療・

介護費の急増が想定される令和 7（2025）年を見据え、都道府県は、地域の医療

需要の将来推計や報告された情報等を活用して、二次医療圏等ごとの各医療機

関の将来の必要量を含め、その地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の

分化と連携を適切に推進するための地域医療構想（ビジョン）を策定することと

された。 

厚生労働省は、令和 7（2025）年度に向けて、入院・外来を含めた医療機関の

機能分化・連携、質の高い在宅医療の推進等に重点的に取り組み、急性期対応の

病床を中心に全国の病床数を削減する一方、地域包括ケアシステムの構築によ

り、患者の状態に応じた適切な入院医療を行えるように、回復期や慢性期など地

域に密着した病床を増やしていく方針に加えて、平成 27（2015）年 3 月には、

地域医療構想策定にあたっての病床数の推計方法等を規定した「地域医療構想

策定ガイドライン」、６月には、このガイドラインに基づく令和 7（2025）年度

の医療機能別必要病床数の推計結果を示し、各都道府県では医療体制の適正化

の実現に向けた地域医療構想を平成 28（2016）年度末までに策定した。 
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 しかしながら、令和 7（2025）年度にかけて病床数の削減と、救急主体からリ

ハビリ・在宅医療への移行のための医療機関の病床を再編する地域医療構想の

進捗は遅れており、地域医療構想を踏まえた役割の明確化等の視点に立ち策定

された新公立病院改革プランに基づく公立病院・公的医療機関等の取組も地域

差があるものの全体として大きく進んでいないのが実状である。 

 特に、その運営に自治体などから公的資金が投入されている公立病院や税制

上の優遇措置が講じられている公的病院については、地域の医療需要等を踏ま

えつつ、地域の民間医療機関では担うことができない高度急性期・急性期医療や

不採算部門、過疎地等の医療提供等に重点化するよう医療機能を見直すことが

求められている中、大きな病床数の変化が見られない状況を踏まえ、厚生労働省

は本年 9 月 26 日、全国の公立病院と赤十字や済生会といった公的病院などのう

ち再編統合の議論が必要と位置付けた 424 の医療機関を実名で公表した。 

 今後は、令和 7（2025）年度における人口構造を見据えた持続可能な医療提供

体制の構築を目指し、地域医療構想の実現に向けた統合・再編の議論が全国の公

立・公的病院を中心に加速していくものと考えられる。 
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Ⅱ 泉大津市立病院の経営状況と取り巻く環境 

 １．泉大津市立病院の経営改革 

  平成 10（1998）年 10 月に新病院としてグランドオープンした泉大津市立

病院では、病院整備事業に係る多額の建設費用により生じた不良債務の解消

に向けて、医業収益の確保や業務内容の見直しによる経費削減など経営健全

化に取り組んだ結果、平成 11（1999）年度末には 12 億円を超えていた資金

不足額（不良債務）は、平成 15（2003）年度末に 2 億 4 千万円まで大幅に縮

減することとなった。 

  しかしながら、平成 16（2004）年からの新医師臨床研修制度の導入に伴い

生じた全国的な医師不足は、当院においても産婦人科等の医師の撤退を招い

たことなどから再び収支が悪化し、これより以降は資金不足額（不良債務）が

毎年度累増することとなった。 

  全国的な医師不足に起因する公立病院の経営悪化を受けて総務省は平成 19

（2007）年、公立病院改革の必要性、公立病院改革プランの策定、同プランの

実施状況の点検・評価・公表、財政支援措置等からなる「公立病院改革ガイド

ライン」を示し、泉大津市立病院においても平成 20（2008）年度、このガイ

ドラインに基づく「泉大津市立病院経営改革プラン」を策定した。同時に、平

成 15（2003）年度以降の医師不足の深刻化等により新たに発生した不良債務
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等を長期債務に振り替え、その計画的な解消を図ることができるよう創設さ

れた公立病院特例債を 12 億 700 万円発行した。 

  以降、「泉大津市立病院経営改革プラン」（平成 21（2009）年 2 月策定）、

「泉大津市立病院緊急対策プログラム」（平成 25（2013）年 8 月策定）、「泉大

津市立病院緊急対策プログラム修正版」（平成 27（2015）年 6 月策定）、さら

には医療介護総合確保推進法に規定されている地域医療構想の実現に向けた

取組と連携する事項等を盛り込み示された新たな公立病院改革ガイドライン

に沿った「泉大津市立病院新改革プラン」（平成 28（2016）年 9 月策定）に基

づき、経営の安定化を図るための間断ない取組を進めてきた。 

  この数年来の主な取組の内容としては、地方公営企業法の全部適用をはじ

め、社会医療法人ペガサス馬場記念病院による経営指導、NASVA 病床の設置、

人工透析の受入拡充、ジェネリック医薬品の導入、事業管理者及び事務局長へ

の外部人材の登用などが挙げられ、平成 25（2013）年度決算においては 10 年

ぶりに経常収支が黒字に転ずるなど一定の成果が見られた。 

  また、非常に厳しい状況下にあっても平成 21（2009）年 10 月には地域周

産期母子医療センターを開設し、安心して子どもを産み育てることができる

女性にやさしい病院として積極的な投資を行うなど、地域医療の中核的役割

を担ってきた。 



- 6 - 

 

  しかし、一方では平成 21（2009）年 6 月、内科医 6 名の退職による入院診

療の縮小、整形外科医の常勤医師が不在となったことによる入院診療の停止

は急激かつ大幅な医業収益の悪化をもたらした。また、急性期病床の認定基準

の厳格化をはじめとする隔年度の診療報酬改定に伴う影響や、人口構造が変

化していく中で同一医療圏内に近接する他病院との競合など、当院を取り巻

く環境は依然として非常に厳しく、平成 27（2015）年度に解消した財政健全

化法上の資金不足が平成 29（2017）年度から再び生じることとなり、平成 30

（2018）年度の資金不足額及び資金不足比率はいずれも暫定値にて 4 億 5,288

万 6 千円、8.8％に達している。 
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【参考】地方財政健全化法による資金不足額・比率の推移 （単位：百万円、％）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

資金不足額 393 256 273 443 300 216 ▲ 33 0 426 453

資金不足比率 9.6 5.3 5.5 8.8 5.7 4.1 - - 8.6 8.8  
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 ２．大阪府地域医療構想 

  平成 26（2014）年の通常国会で成立した「医療介護総合確保推進法」によ

り医療法が改正され、患者の状態に応じた医療機能の分化・連携や在宅医療の

充実等を推進し、高度急性期から在宅医療まで切れ目なく、地域において効果

的かつ効率的な医療提供体制を構築するために、保健医療計画の一部として

地域医療構想を策定することが都道府県に義務付けられた。 

  大阪府では、高度経済成長期の大量流入や第１次ベビーブーム世代の高齢

化等から、平成 22（2010）年の 75 歳以上の人口約 84 万人が令和 7（2025）

年には約 70 万人増加し約 153 万人となることが想定されており、このような

想定の下で平成 28（2016）年 3 月、令和 7（2025）年の二次医療圏別の医療

需要と必要病床数の推計と将来のあるべき医療提供体制を実現するための施

策を主な内容とする大阪府地域医療構想を策定した。 

  なお、当該構想における構想区域については、二次医療圏を基本としつつ四

つの医療機能ごとに医療圏内の医療需要を検証した結果、大阪府域は医療資

源が充実し、広域的な都市網を形成していること、概ね二次医療圏において医

療需要が満たされていることから二次医療圏とされた。 

  この大阪府地域医療構想では、高齢化の進展など今後多様な医療ニーズが

求められる中、限りある医療資源の中で適切な医療を持続的に提供していく
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ためには、構想区域（二次医療圏）ごとの医療提供の実情、将来の医療需要及

び供給体制を把握し、病床の機能分化・連携を図り、医療提供体制の効率化、

医療従事者の確保・養成及び質の向上を図る必要があること、また、令和 7

（2025）年には在宅医療を必要とする患者が多数見込まれており、地域包括

ケアシステムの構築に向け、在宅医療等の充実を図っていく必要があること

から、医療機能や疾病に応じ幅広い視点で地域医療を捉えながら、関連する

法・制度や取組み事例を踏まえ取り組んでいくこと及び、地域医療介護総合確

保基金等の財源を有効活用した取組みを一層推進していくことを大阪府とし

ての施策の基本的考え方としている。 

  その上で、府内総数の令和 7（2025）年の必要病床数と平成 26（2014）年

の病床機能報告を比較すると、機能別では急性期機能が過剰であり回復期機

能が大きく不足となっていることなどを踏まえ、不足する医療機能や医療提

供体制の充足とともに、入院から在宅までの患者の流れの円滑化の促進によ

る医療提供体制の効率化が必要であり、また、地域の医療機関の連携体制の構

築をさらなる推進が重要であるとしている。 

  なお、取組みの方向性である病床の機能分化・連携の推進については、各医

療機関における自主的な取組みを基本とし、不足する医療機能の充足をはじ

めとする医療提供体制の在り方の検討について、各地域における医療機関相
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互の協議の下、医療機関の自主的な病床の機能の分化と連携を促進していく

こととし、その検討体制として大阪府は、医療関係者、医療保険者その他の関

係者との地域医療構想調整会議を構想区域ごとに設けるとともに、検討テー

マに応じた具体的な検討の場として各地域医療構想調整会議の下に、「病床の

機能分化・連携に関する協議を行う懇話会（部会）」と「在宅医療の充実に向

けての検討を行う懇話会（部会）」を設置した。 
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【構想区域編】泉州構想区域（泉州二次医療圏） 

  泉州構想区域は、岸和田市、泉大津市、貝塚市、泉佐野市、和泉市、高石市、

泉南市、阪南市、忠岡町、熊取町、田尻町、岬町の８市４町を構想区域として

いる。 

  本構想区域における 65 歳以上人口は、平成 22（2010）年の 197,719 人か

ら令和 7（2025）年には 247,064 人に、75 歳以上人口については同じく 85,610

人から 148,297 人にそれぞれ増加すると推計されている。 

  また、本構想区域には平成 27（2015）年 3 月 31 日現在、76 病院に 14,785

床（一般病床・療養病床の合計は 8,641 床）、675 診療所のうち 27 有床診療所

に 287 床の入院病床を有している。 

  本構想区域における医療需要（医療機関所在地ベース）は、平成 25（2013）

年と比べて、令和 7（2025）年に高度急性期機能で約１割、急性期機能で約２

割、回復期機能で約３割増加することが見込まれている一方、慢性期機能では

約２割減少することが見込まれており、令和 7（2025）年の必要病床数は、病

床機能区分ごとに高度急性期機能 993 床、急性期機能 2,818 床、回復期機能

2,623 床、慢性期機能 2,523 床の合計 8,957 床と推計されている。これを構想

区域内の各病院及び有床診療所から平成 26（2014）年度に報告された病床機

能報告制度の報告数と比較したところ、高度急性期機能は 381 床不足、急性
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期機能は 829 床過剰、回復期機能は 1,688 床不足、慢性期機能は 886 床過剰

という結果となった。ただし、直近の平成 30（2018）年度の病床機能報告と

の比較では、回復期機能のみ 5.3％、約 500 床程度不足するとされている。 

  入院医療需要及び入院患者の受療動向の特徴としては、高度急性期機能、急

性期機能、回復期機能及び慢性期機能すべての医療機能で７割以上が構想区

域内で満たされていることが挙げられている。 

  また、疾病・事業別では、構想区域内の医療機関が、救急医療において、専

門診療科別の受入病院の確保や最終受入れ当番制の導入などに苦慮したこと、

周産期医療及び小児救急を含む小児医療においては、小児科医・産婦人科医の

不足を解消するため選択と集中を進めたことにより、何とか医療体制を保っ

てきた経過がある。 

  このため、令和 7（2025）年における必要病床数と病床機能報告との比較を

引き続き行いながら、不足する医療機能の解消と必要病床数の確保に向けて、

病床の機能の分化及び連携を推進していくことと併せて、在宅医療等の医療

需要の増大が見込まれている中で、各市町が中心となり、地域における関係機

関の連携によって在宅医療・介護の充実を図っていくことが必要とされてい

る。 
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病床機能報告（平成30（2018）年度）と病床数の必要量（令和7（2025）年度）の割合の比較

重症急性期 急性期（不明） 地域急性期

病床機能報告 平成29（2017） 11.8% 25.4% 2.8% 9.9% 11.7% 37.5% 0.9% －

病床機能報告（最終） 平成30（2018） 13.2% 24.3% 0.1% 9.9% 14.1% 37.7% 0.7% －

病床数の必要量 令和7（2025） 11.1% 31.5% 29.3% 28.2%

年度区分 高度急性期 未報告等休棟等慢性期回復期急性期
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Ⅲ 地域における医療連携体制の強化 

 １．泉大津市立病院の今後の検討の在り方 

  前章で述べたとおり、本市の市立病院では、現在の庁舎建て替えを起点に生

じた不良債務の縮減・解消に向けて、様々な経営改善の努力を積み重ねてきた。

現在は、「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」「経営の効率化」「再編・ネ

ットワーク化」「経営形態の見直し」の四つの視点を改革内容とする、総務省

の「新公立病院改革ガイドライン」に則り策定した「泉大津市立病院新改革プ

ラン」に基づき、経営安定化に向けての取り組みを進めている。 

  しかしながら、隔年度の診療報酬改定に伴う影響や近接する他病院との競

合など、当院を取り巻く環境は引き続き非常に厳しく、平成 27（2015）年度

に解消した財政健全化法上の資金不足が平成 29（2017）年度から再び生じて

いることからも、令和 2（2020）年度の終了をもって収支の改善を図るとする

同プランの達成は覚束ないものとなっている。 

  地方公営企業である市立病院は、料金収入によって賄う独立採算制を原則

としていることから、泉大津市全体の行財政運営の観点からも早急に収支の

均衡を図る必要があるが、そのためには地域医療構想を踏まえながら、本院の

強みや特徴を生かした役割を特化して担うべく、他の医療機関との再編・ネッ

トワーク化は不可欠なものと考えられる。 
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 ２．大阪府地域医療構想に沿った連携の必要性 

  大阪府地域医療構想・泉州構想区域（泉州二次医療圏）では、本構想区域に

おける医療需要（医療機関所在地ベース）は、平成 25（2013）年と比べて、

令和 7（2025）年に高度急性期機能で約１割、急性期機能で約２割、回復期機

能で約３割の増加、慢性期機能では約２割の減少が見込まれており、必要とな

る病床数は、平成 26（2014）年度に報告された病床機能報告制度の報告数と

比較して、高度急性期機能は 381 床不足、急性期機能は 829 床過剰、回復期

機能は 1,688 床不足、慢性期機能は 886 床過剰とされている。ただし、直近

の平成 30（2018）年度の病床機能報告との比較では、回復期機能のみ 5.3％、

約 500 床程度不足するとされている。 

  高齢化の進展に伴い、医療需要の増大が見込まれる中、高度急性期から在宅

医療、介護までの一連のサービスを地域において総合的に確保する必要があ

り、医療機能の分化と連携を適切に推進し、地域において効率的かつ質の高い

医療体制を構築することが地域医療構想の基本的な考え方であるが、これを

実現するには、不足する医療機能や医療提供体制の充足や効率化を図るため

に、各医療機関における自主的な取組みを基本とした病床の機能分化に向け

た協議や連携が必要とされている。 

  このため、本市の市立病院においても、大阪府地域医療構想の泉州構想区域
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（泉州二次医療圏）内での将来医療需要を踏まえ、自主的な病床の機能の分化

と連携について他の医療機関と共に協議していくことが求められている。 
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３．病床機能の再編・強化の具体的方策 

  以上、将来の医療需要を踏まえた医療提供体制の構築に向けて、国における

地域医療構想と公立病院改革の推進の流れや、これらを受けて策定された大

阪府地域医療構想の内容に触れてきた。 

  また、数次にわたる経営改革の取組みを講じても、なおも厳しい状況にある

泉大津市立病院の経営見通しや取り巻く環境から見た今後の検討の在り方及

び連携の必要性について述べてきたところである。 

  その上で、本市の市立病院の存続を大前提に、将来の医療需要や今後の医師

の働き方改革の推進を見据えた医療提供体制の実現に向けて、病床機能の再

編・強化に係る具体的方策を模索してきた結果、近接で府中病院を経営する社

会医療法人生長会と相互に補完し合える強みを生かした連携体制について一

定の方向性を見出すことができた。 

  このため、今後においては、社会医療法人生長会と本市による地域医療連携

推進法人の設立も視野に入れ、医療機関相互間の機能分担と業務連携の具体

的方策として、①高度急性期病院の新設、②市立病院の周産期医療、小児医療

への特化、③府中病院との提携を大きな柱とする病床機能の再編・強化を目指

すものである。 

  以下、具体的方策として本市と社会医療法人生長会とが目指す方向性を示
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すものであるが、これらの実現に向けては、泉州医療圏における保健医療協議

会等での意見を踏まえながら、小児・周産期医療の集約化などに係る医師確保

計画や働き方改革、公立・公的病院のあり方の検討など、国や大阪府において

進められている取組みや動向を注視して進めていくものである。 

 

 ①高度急性期病院の新設 

  今後の人口動態に基づく医療需要の変化とともに、一層困難が予想される

患者の獲得に向けて高度急性期機能を担う市立病院を新たに建設する。高度

化に伴う救急受入体制の充実により、市民の安心・安全につながる医療提供体

制の強化を図るとともに、その運営を指定管理として民間事業者に委ねるこ

とで、一定の指定管理料に基づく固定的経費により、民間の経営ノウハウを生

かした安定的な病院経営を期する。 

高度急性期病院に係る収支イメージ 

収  入 支  出 

繰入金（建設改良費の 1/2） 

地方債償還額 

指定管理者負担金 

繰入金（その他交付税措置相当） 指定管理料 

医業収益 医業費用 
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 ②市立病院の周産期医療、小児医療への特化 

  現在の泉大津市立病院は、この数年の間に財政健全化法上の資金不足比率

が経営健全化基準である２０％に達することも懸念され、地域医療構想の実

現に向けた公立病院改革の流れの中で、地域において公立病院として担うべ

き役割を問われている。また、医師・医療従事者の働き方改革により、今後さ

らに医師等確保が困難になることが想定され、その経営は一層深刻化する恐

れがある。 

このため、診療科目別による経営分析をも踏まえ、経営資源の選択と集中と

いう観点から、本院の強みであり特徴でもある周産期医療と小児医療に特化し、

社会医療法人生長会が経営する府中病院からも機能の集約化を図ることで、

（仮称）小児・周産期センターとして経営を改善、安定化させ、子どもを安心

して産み育てる環境を公的責任において維持していくものとする。 

 

 ③府中病院との提携 

  社会医療法人生長会が経営する府中病院においては、上述の病床機能の分

化・再編を通じ、周産期医療と小児医療を除く診療科について、急速な高齢化

に伴い必要性が高まる回復期医療と地域包括ケアの中心的役割を担うものと

する。 
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 ４．今後の想定スケジュール 

  本地域における医療連携体制の強化を図る本市と社会医療法人生長会によ

る本構想の実現に向けては、現時点で以下のスケジュールを想定している。 

  なお、新たに整備する高度急性期病院の整備にあたっては、費用と工期を勘

案した最適な設計・施工の手法を採用すべく、専門的な知識・技術等を加えな

がら検討を進めるものとする。 

 

令和元（2019）年度 地域医療連携推進法人についての検証 

生長会・府中病院との事業統合・再編を含む市立病院

の経営戦略についての方針検討 

令和 2（2020）年度 高度急性期病院建設に係る基本設計 

令和 3（2021）年度      〃      実施設計 

令和 4（2022）年度 高度急性期病院建設工事着工 

令和 5（2023）年度 高度急性期病院開院 


